
【会　合】

第２０回法整備支援連絡会

国際協力部教官　

小　谷　ゆかり

第１　開催状況

日時 平成３１年２月１日（金）午前１０時から午後５時４０分まで

場所 東京会場：法務省国際法務総合センター「国際会議場Ａ」

 大阪会場：大阪中之島合同庁舎２階　「国際会議室」

テーマ  「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）と法整備支援」

式次第 後掲資料「プログラム」参照

出席者 １７８名（東京会場９０名，大阪会場８８名）

第２　第２０回法整備支援連絡会の概要

１　はじめに　　　

　法務総合研究所では，独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）との共催により，平

成１２年（２０００年）以降，法整備支援関係者間の情報共有や意見交換の場として，

法整備支援連絡会を開催しています。２０回目という大きな節目を迎えた今回の法整

備支援連絡会は，「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）と法整備支援」と題し，東京都

昭島市にある法務省国際法務総合センター「国際会議場Ａ」をメイン会場，大阪市に

ある大阪中之島合同庁舎「国際会議室」をサテライト会場として行ない，両会場とも

８０名を超える参加者が集う盛況な会合となりました。

【東京会場の様子】 【大阪会場の様子】

２　第２０回法整備支援連絡会のテーマ

　２０回目という節目を迎えた本連絡会では，「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）と

法整備支援」をテーマとしました。
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　ＳＤＧｓとは，２０１５年に国連で採択された国際社会の目標であり，２０３０年

を期限とする１７の目標が定められています。そのうちのゴール１６には，「法の支

配の促進」が明記されました。我が国においても，ＳＤＧｓ達成に向けて官民連携し

た幅広い対策が講じられ，ＳＤＧｓの達成，「法の支配」の促進に対する認識は高ま

っています。

　他方，法務省は，ＳＤＧｓが掲げられるかなり前から，「法の支配」の促進につな

がる国際協力を推進してきました。

　すなわち，法務省は，１９９４年にベトナムを対象とした法制度整備支援を開始し，

１９９６年から同国への同支援がＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）プロジェク

トとして実施されるようになり，その後現在に至るまでの間，多くの関係者のご支援，

ご協力を受け，その支援対象国及び支援分野を急速に拡大させながら，多くの成果を

挙げてきました。

　しかしながら，法整備支援に携わる関係機関において，法の支配に立脚したグッド

ガバナンスの実現に貢献する法整備支援とＳＤＧｓの関係について，これまで正面か

ら議論されてきたわけではありませんでした。

　そこで，本連絡会では，国内外の専門家を交え，ＳＤＧｓの枠組みや開発支援の中

に，法整備支援がどのように位置付けられるのかを考察するとともに，今後の法整備

支援の在り方や役割について，改めて議論することとしました。

３　プログラムの紹介　

　第１部では，世界的に著名な経済学者であり，国連事務総長の特別顧問を務める米

国コロンビア大学教授のジェフリー・サックス氏から，「ＳＤＧｓと法の役割」と題

する基調講演をしていただきました。

　サックス氏からは，ＳＤＧｓが謳う「法の支配」には，途上国の貧しい人々に対す

る司法アクセスの保障，透明で責任ある行政，汚職防止等，多くの側面があり，それ

らがＳＤＧｓの各目標に反映されている旨お話しいただきました。また，途上国にお

ける法の支配の現状及びその解決策の多様性について言及しながら，「法の支配」は

ＳＤＧｓ達成に向けて重要な役割を担っているとして，「法の支配」の重要性につい

て触れられ，これまでの法整備支援に対する日本の貢献につき，賛辞が述べられまし

た。

　第２部では，国連開発計画（ＵＮＤＰ）バンコク地域ハブのニコラス・ブース氏（ガ

バナンス及び平和構築チーム担当オフィサー兼紛争防止・司法アクセス・人権アドバ

イザー）より，「開発支援の潮流と法整備支援」と題するプレゼンテーション及び慶

應義塾大学大学院の松尾弘教授とのトークセッションを実施しました。

　ブース氏によるプレゼンテーションでは，開発課題を解決するための情報センター

の役割を担うＵＮＤＰの法の支配分野に関する活動として，貧困の根絶や誰一人とし

て取り残されない“Leave No One Behind”世界の実現等に向けた取組等についてお話
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しいただきました。

　その後の松尾教授とのトークセッションでは，カンボジアを例に挙げるなどして法

の支配の確立状況に関する問題提起，誰一人取り残されない社会の実現，法遵守の文

化“Culture of Lawfulness”の重要性について，更に深く検討がなされました。

【第２部　トークセッションの様子】

　第３部では，法整備支援の関係機関による活動報告を行ない，続く第４部において

は，「日本の法整備支援の目的・役割は何か」をテーマにパネルディスカッションを

実施して，ＳＤＧｓとの関連における法整備支援の目的や役割，また，これからの日

本の法整備支援はどうあるべきかについて，参加者による活発な意見が出されました。

なお，第２部に続き第４部においても，カンボジアが例に出され，会場からの質問も

交えるなどして熱い議論が展開されました。

【第３部　法務総合研究所国際協力部の活動報告の様子（大阪会場）】
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【第４部　パネルディスカッションの様子（東京会場）】

　プログラムの全体を通じて，有意義かつ大変興味深い議論がなされておりますので，

後掲の議事録をお読みいただければと思います。

４　おわりに

　本連絡会を通じて，改めて，法律を作るだけにとどまらず，その法律の適切な運用

を支えることが法整備支援の役割・目的であり，その積み重ねが，一般国民に信頼さ

れ，受け入れられる司法制度の確立につながっていくということを確認することがで

きました。

　ご参加いただいた皆様においても，本連絡会は，上記メインテーマ等について活発

かつ忌憚のない議論がなされたことにより，法制度整備支援の在り方についてこれま

でとは異なる視点から考察する良い機会となったものと考えます。

　次回の第２１回法整備支援連絡会は，令和２年２月１４日（金）に開催予定です。

開催日が近くなりましたら，国際協力部のホームページに御案内を掲載しますので，

法整備支援に興味のある方は，是非ご参加ください。
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モデレーター

法務省法務総合研究所国際協力部長 森永　太郎

パネリスト

名古屋大学ＣＡＬＥセンター長 國分　典子

日本弁護士連合会国際交流委員会前委員長 外山　太士

ＪＩＣＡ公共政策・産業開発部ガバナンスグループ次長 澤田　寛之

外務省国際局地球規模課題総括課 村上　裕公

法務省大臣官房国際課付 福島　崇之

国連アジア極東犯罪防止研修所長 瀬戸　　毅

閉会挨拶　１７：３０～１７：４０

公益財団法人国際民商事法センター（ＩＣＣＬＣ）理事長 大野　恒太郎

レセプション　１８：１５～　

備考：日本語・英語同時通訳

プログラム内容は変更になる場合があります。
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○鈴木　ご来場の皆様，大変長らくお待たせいたし

ました。ただいまから第２０回法整備支援連絡会を

開会いたします。私は本日の司会を務めます法務省

法務総合研究所国際協力部教官の鈴木一子と申しま

す。どうぞよろしくお願いいたします。（拍手）

　法整備支援連絡会は，今年で２０回目を迎えます。

本日は，この会場と大阪会場をテレビ会議システム

で結び，大阪からも質問やコメントをいただきます。

　それでは，ここで，大阪会場につないでみたいと

思います。

○高木　大阪会場の進行役を務めます法務総合研究

所国際協力部教官の高木晶大でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。

○鈴木　大阪会場からも参加いただき，誠にありが

とうございます。

　それでは，まず初めに，本連絡会の主催者であり

ます法務省法務総合研究所所長，大塲亮太郎より，

開会のご挨拶を申し上げます。

　大塲所長，よろしくお願いいたします。

○大塲　皆さん，おはようございます。ただいまご

紹介いただきました法務総合研究所の大塲亮太郎と

申します。１月１８日付で最高検察庁から法務総合

研究所に異動してまいりました。法整備支援に関わ

りますのは，私自身といたしましては初めてではあ

りますけれども，法整備支援を含む国際協力は，現

在，法務省でも力を入れている分野の一つでもあり

ます。微力ながら法整備支援の発展に寄与していき

たいと思いますので，よろしくお願いしたいと思い

ます。

　さて，改めまして，本日はお忙しい中，多くの方々

に法整備支援連絡会にご参加いただき，ありがとう

ございました。ニューヨークからご講演いただく

ジェフリー・サックス教授，バンコクからお越しい

ただいたニコラス・ブース様，そしてトークセッショ

ンやパネリストをお願いしております皆様方にも，

心から御礼を申し上げる次第であります。

　また，ご出席の皆様には，日ごろ法務総合研究所

の行う法整備支援活動に多大なご支援，ご協力をい

ただいておりますことを，改めて感謝申し上げる次

第であります。

　さて，２０００年から始まりましたこの法整備支

援連絡会も，今回で２０回目ということになります。

法務総合研究所は，第１回の法整備支援連絡会を主

催いたしましたけれども，法整備支援活動に関わっ

ておられる関係者の方々の気軽な情報交換，意見交

換の場として活用していただきたいと，こういう趣

旨で当初開催いたしました。その後，関係機関の皆

様のご理解，ご協力をいただき，法整備支援に関わ

る関係者が一堂に会する場として，毎年，多くの方々

にご参加いただいているところであります。

　日本の法整備支援に対する支援対象国からの期待

は高く，対象国や支援対象とする法分野も拡大して

いる今日であります。法整備支援を効果的に実施す

るために，法整備支援連絡会の重要性がますます高

まっているものと思います。

　この連絡会につきましては，毎回テーマを工夫し

てご議論いただいているところでありますけれど

も，今回の法整備支援連絡会におきましては，「持

続可能な開発目標と法整備支援」というテーマを掲

げました。ミレニアム開発目標の後継として，

２ ０ １ ５ 年 に 国 連 で 採 択 さ れ ま し た Ｓ Ｄ Ｇ ｓ

（Sustainable Development Goals, 持続可能な開発目

標）では，「法の支配の促進」が明記されていると

ころであります。来年２０２０年４月には，京都で

第１４回の国連犯罪防止刑事司法会議，いわゆるコ

ングレスが，日本では５０年ぶりに開催されます。

法務省などの関係機関では，その準備作業を行って

おりますけれども，このコングレスにおきましても

ＳＤＧｓ達成に向けた議論がなされることになって

います。

　このような取組や法の支配の促進についての意識

は高まってはおりますけれども，一方で開発支援に

おける法の役割や，法整備支援が開発支援の中にど

のように位置付けられるのかといった問題につきま

第２０回法整備支援連絡会発言録
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しては，まだまだ議論の余地があると思われます。

　そこで，ＳＤＧｓとの関わりという観点から，今

後の我が国の法整備支援の在り方を検討することが

有意義であると考え，今回のテーマを設定したとこ

ろであります。幅広い議論が可能なテーマであると

思いますので，さまざまな視点から有益なお話を伺

えるものと楽しみにしておるところであります。ど

うぞ皆様の自由闊達なご議論をお願いしたいと思い

ます。

　最後になりますが，本法整備支援連絡会開催に当

たりまして，最高裁判所，日本弁護士連合会，独立

行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所，公益

財団法人国際民商事法センター，国連開発計画駐日

代表事務所の皆様に感謝申し上げますとともに，本

日ご出席いただきました皆様のますますのご活躍を

祈念いたしまして，私の挨拶とさせていただきます。

　ありがとうございました。（拍手）

○鈴木　大塲所長，ありがとうございました。

　続きまして，独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣ

Ａ），前田秀理事よりご挨拶をいただきます。

　前田理事，よろしくお願いいたします。

○前田　おはようございます。ただいまご紹介にあ

ずかりましたＪＩＣＡ理事の前田でございます。

　本日の法整備支援連絡会にご来場いただきました

皆様及び開催にご尽力いただきました関係者の皆様

に，共催者であるＪＩＣＡを代表いたしまして心よ

り御礼申し上げます。

　第２０回目を迎えました今回の法整備支援連絡会

のテーマは，「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）と

法整備支援」であります。

　皆様ご承知のように，ＳＤＧｓは，２０１５年９

月 に 開 催 さ れ た 国 連 サ ミ ッ ト で 採 択 さ れ た，

２０３０年をターゲットとした国際開発目標です。

「 誰 一 人 と し て 取 り 残 さ な い“leave no one 

behind”」とうたっているこの目標に対しまして，

法整備支援はどのように貢献できるかについて，本

日は皆様と意見交換を行い，今後の法整備支援の在

り方について考える機会としたいと考えております。

　さて，ＳＤＧｓという切り口で法整備支援を取り

上げるとすると，最初に思い浮かびますのはター

ゲット１６ではないでしょうか。そこでは，「持続

可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し，

すべての人々に司法へのアクセスを提供し，あらゆ

るレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な

制度を構築する」という目標が掲げられています。

より具体的にはＳＤＧｓ１６．３におきまして「法

の支配の促進」が掲げられております。これは，持

続可能な発展や平和で安定した社会の実現のために

は，「法の支配」に基づいた社会の構築が必要とい

う国際社会の決意の現れだと思います。開発という

視点では，「法の支配」は重層的な意味を持つと思

いますが，法律の起草支援や法分野における人材育

成を進めていくということは，こうした目標を達成

する手段・ツールとしての法の整備を通じて「法の

支配」の促進につながるものであります。さらに，

「法の支配」が普遍化することは，基本的人権の尊

重，平和な社会の構築，恐怖や欠乏のない生活の享

受にもつながるものでありまして，ほかのＳＤＧｓ

の目標の達成につながる基礎足り得るものでありま

す。

　また，ＳＤＧｓは，包摂的で持続的な経済成長や，

働きがいのある人間らしい仕事のための条件を作り

出すということも目標としておりまして，これが

ターゲット８であります。そのためには，各国のビ

ジネス環境を支える法律の整備や，労働者の権利保

護のための仕組みも必要であります。日本が法整備

支援を開始して以来，市場経済化を支援するべく民

事関連法の起草支援を実施してまいりました。こう

した支援が結実いたしまして，最近では２０１７年

にネパール，そして昨年１２月にはラオスにおいて

民法典が成立いたしました。

　ラオスでの法整備支援は２００３年より開始され

ましたが，カウンターパートとともに何が必要かを

考え，現地の人材を育成するという姿勢は，支援開

始当初から現在のプロジェクトに至るまで貫かれて

おります。民法典起草支援もその流れの中で実施さ

れ，法律を起草することができるまでに人材が育っ

てきたタイミングで民法典起草支援に着手いたしま
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した。起草作業を通じたラオス側と日本側のさまざ

まな議論もまた人材育成の一環でありまして，その

結果，ラオス人の手による，ラオスの社会の実情に

合致した民法典がこのたび成立するに至りました。

今月，ビエンチャンにおきまして民法典成立記念の

式典がございまして，私も出席する予定であります

けれども，本日，改めて祝意を表するとともに，こ

れまでご尽力いただきました関係者の皆様の努力に

敬意を表したいと思います。

　このように日本は法整備や法運用組織の機能強化

に係る取組を行ってまいりましたが，一般市民が法

によって解決すべき問題に直面した際に，法律につ

いての情報や司法制度にアクセスできる環境が整備

されていなければ，日常の問題解決に法律が利用さ

れる場面は限られるわけです。このため，ＳＤＧｓ

１６．３においては「全ての人々への司法への平等

なアクセスの提供」が掲げられております。

　ＪＩＣＡは，司法へのアクセスを確保する意義や

重要性についての理解を深め，各国の司法アクセス

改善を促進することを目的として，日弁連の皆様の

協力を得まして，６カ国からの法務省の職員，検察

官等を本邦に招いての研修を今年度より開始いたし

ました。日本における司法アクセス改善に向けたこ

れまでの取組の変遷をご紹介するとともに，法テラ

スやコールセンターなどを訪問して，実際の情報提

供サービスの現場の視察を行ったところです。来年

度以降も引き続きこの研修を実施して，各国での司

法アクセス改善に向けた取組に協力していきたいと

考えております。

　また，日本の法整備支援の多くはアジアにおいて

行われておりますけれども，アフリカにおいても，

フランス語圏アフリカを対象とした刑事司法研修

や，ケニアでは競争法の研修を行っております。

２０１９年８月には第７回アフリカ開発会議（Tokyo 

International Conference on African Development ＝ Ｔ

ＩＣＡＤ）が横浜で開催されます。ＴＩＣＡＤのプ

ロセスを通じまして，アフリカにおける法の支配の

強化や，公正で開かれたビジネス環境の促進を支援

することで，ＳＤＧｓの実現をアフリカ諸国の皆様

とともに目指したいと思います。

　また，世界の繁栄・平和を促進するために，日本

は「自由で開かれたインド太平洋構想」を打ち出し

たところであります。この構想は，太平洋とインド

洋の連結性及びアジアとアフリカの交わりが生むダ

イナミズムによりまして地域全体の安定と発展を目

指すものでありまして，これは「法の支配」の概念

なしには実現し得ないものであります。

　次に，発信に関する取組でございますけれども，

ＪＩＣＡは，日本の関係者が現地のパートナーとと

もに知恵を絞って，試行錯誤を繰り返しながら取り

組んできた法整備支援の２０年をまとめました書籍

で，「世界を変える日本式『法づくり』」という本を

昨年の６月に出版いたしました。この書籍の制作の

ときに資料の提供やインタビューにご協力いただき

ました皆様に，この場を借りて御礼申し上げたいと

思います。

　私自身，日本の法整備につきまして，昨年の８月

にブラジルのサンパウロ大学の法学部で学生向けに

講演をする機会をいただきまして，この講演におい

て，日本自身の明治期からの法整備の経験をご紹介

するとともに，相手国の自主性を尊重し，相手国に

寄り添いながら協力を進めるという日本の法整備支

援の理念についてもお話しさせていただきました。

現地の学生からは，この理念に非常に賛同する声が

後からも寄せられまして，日本の法整備支援のアプ

ローチは世界に誇れるものであるという思いを新た

にしたところであります。

　ブラジルを初めとする中所得国も，支援の受け手

から支援する側になりつつある状況ですが，日本の

法整備支援のアプローチについて世界に発信して，

各国政府や援助機関，さらに市民社会や民間セク

ターを含むさまざまなパートナーとともに，「法の

支配」の実現を目指すことが望まれるところであり

ます。このようなグローバル・パートナーシップの

活性化もＳＤＧｓのターゲット１７に掲げられてい

るところであります。

　本日，この場には，日ごろよりＪＩＣＡの事業に

ご協力をいただいております関係者の皆様に多数ご
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出席いただいておりまして，改めて日ごろの皆様の

ご協力に感謝申し上げますとともに，本日の連絡会

に参加された皆様と，さらなるネットワークの構築

ができればと考えております。

　また，ニューヨークからご講演いただくジェフ

リー・サックス様，それから会場にお越しくださいま

したＵＮＤＰ（United Nations Development Programme， 

国際連合開発計画） のニコラス・ブース様にも心か

ら御礼申し上げるとともに，今後とも日本のＳＤＧ

ｓへの取組，法整備支援活動におきまして，良き

パートナーとしてともに活動できればと願っており

ます。

　最後になりましたが，本日の連絡会の成功と今後

の協力の深化を祈念いたしまして，私からのご挨拶

とさせていただきたいと思います。ありがとうござ

いました。（拍手）

○鈴木　前田理事，ありがとうございました。

　それでは，第１部に入ります。

　これから基調講演として，コロンビア大学教授の

ジェフリー・サックス様から，「ＳＤＧｓと法の役割」

と題し，ご講演いただきます。

　本日は，スカイプを通じ，ニューヨークから中継

でご講演いただきます。

　第１部は，ただいまから１１時１０分までを予定

しております。

　ここで，ジェフリー・サックス様のご経歴をご紹

介いたします。

　ジェフリー・サックス様は，経済学がご専門で，

コロンビア大学センター・フォー・サスティナブル・

ディベロップメントの所長を務めておられます。ハ

イパーインフレーション，市場経済への体制移行，

貧困の撲滅などのさまざまな問題について，南米，

アフリカ，アジアなど各国の政府のアドバイザーを

務めるなどして取り組んでいます。ＳＤＧｓ及びそ

の前身のＭＤＧｓに関するさまざまなプロジェクト

に関わってきました。コフィー・アナン，パン・ギ

ムン，現在のアントニオ・グテーレス事務総長の３

代にわたって，国連事務総長の特別顧問を務めてお

られます。

　サックス氏との中継の準備をしておりますので，

少々お待ちください。

○サックス　皆様，こんにちは。ありがとうござい

ます。第２０回の連絡会にこのように参加する機会

をいただき，ありがとうございます。

　第２０回の法整備支援連絡会ということですけれ

ども，今年の連絡会は持続可能な開発目標について

取り上げてくださるということを大変うれしく思い

ます。日本，そして日本国政府がＳＤＧｓを推進す

るために様々な努力をしてくださっていることを感

謝申し上げます。また，今年のＴＩＣＡＤ（Tokyo 

International Conference on African Development, アフ

リカ開発会議）に出席するために日本を訪れる予定

です。日本，そしてアフリカ各国の首脳が集まり，

アフリカにとってのＳＤＧｓについてＴＩＣＡＤで

は議論されることになります。

　本日の皆様は，主に法的な研修，そして支援をア

ジアで行うということにフォーカスをしておられる

というふうに認識していますけれども，私の方から

もう少し一般的に司法アクセス，それからＳＤＧｓ

についてお話ししたいと思います。

　皆様ご存じだと思いますけれども，ＳＤＧｓには

１７のゴールがありますが，ＳＤＧｓのゴール

１６，これは法律に関するもの，法律に捧げられた

ゴールです。ゴール１６のエッセンスは，司法アク

セスを全ての人に促進するというものです。そして，

このＳＤＧｓのゴール１６論理を追っていくという

ことが，なによりも優れた手法です。というのも，

このゴール１６のターゲットのほとんどが司法アク

セスに関するものでありまして，どういった研修を

日本国政府が推進するのかということも示されてい

るからです。ＳＤＧｓ達成のために何をすべきかが

示されています。

　重要なターゲットとして，法整備支援と関連があ

るものについて挙げたいと思います。

　まずターゲット１６．３は，国家及び国際的なレ

ベルでの法の支配を促進し，すべての人々に司法へ

の平等なアクセスを提供するというもので，これは

また後ほど立ち返ってお話ししたいと思います。そ
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の国々で裁判には非常に時間がかかっていて，正義

を達成することがほぼ不可能である，あるいは裁判

制度が余りにも腐敗していて，正義を達成すること

が裁判制度ではできないということがあるからです。

　もう一つ，公法の分野で取り上げることができる

のは調達の分野です。この分野でも，非常に偏って

いる，あるいは腐敗していることがしばしばありま

す。

　公法の分野で上げられるのが租税です。これも多

くの国々にとって非常に大きな課題です。したがっ

て，税制における法の支配，これは皆様ご承知のと

おり非常に大きな課題であるのですが，特に貧困国

においては，これは極めて大きな問題です。予算が

極めて重要で，基本的な公共サービスを提供するた

めにも重要です。そのためには適切な租税制度がな

ければならず，必要不可欠な重要なものとなってい

ます。

　また，公法のもう一つの側面で私が強調したいの

は，あらゆる政府は義務を負っている，そしてその

義務の下で持続的な開発目標を促進していかなけれ

ばならないということです。いろいろな他のゴール

があります。例えば健康の権利，これはＳＤＧｓの

ゴール３です。それから教育を受ける権利，これは

ＳＤＧｓのゴール４です。あるいはジェンダーの平

等，ＳＤＧｓのゴール５。そして安全な水とトイレ

というＳＤＧｓのゴール６。これらは全て法の支配

を必要とします。そして，これらは公のレベルで法

の支配を必要としますし，ＳＤＧｓを促進するため

に政府における研修，広い意味での研修が必要です。

そして，ＳＤＧｓを国家計画に取り込む，また個々

の省庁の仕事の中に取り込むということが極めて重

要です。

　三つ目の法の支配の側面，途上国の国内における

法の支配という意味で取り入れたいのが環境法で

す。どの国も非常に深刻な環境問題に直面していま

す。あらゆる国が法的な保護を強化しなければなり

ません。環境の法的な保護の強化が必要です。少な

くとも三つの環境的な危機というものがあります。

　そして，ＳＤＧｓがそのターゲットとしている危

機が三つあります。まず温室効果ガスを削減すると

いうこと。地球温暖化につながっている温室効果ガ

スの削減。二つ目は公害。大気の公害，水の公害，

土壌の公害，そして海洋の汚染をなくすということ。

三つ目が森林の枯渇を避けるということ，そしてま

た土地の誤った活用をやめるということ。これが生

物多様性を失うことにつながっているからです。ほ

とんどの国々において環境を統治する十分な法の支

配がない状態になっています。

　ちなみに，アメリカは，トランプ大統領のもとで，

環境を守るための法の支配が崩壊した状態になって

います。というのは，アメリカの政治制度は，今，

非常に腐敗した状態となっており，自然環境は守ら

れていません。したがって，豊かな国でも環境が危

機的状況になってしまい，そして違法な状態，更に，

腐敗がある状態になってしまう。アメリカではこの

ような状態が非常に疫病のように広がっています。

　貧困国を支援し公害を軽減する，そして温室効果

ガスの排出を削減する，そして生物多様性を保護す

る。そのために適切な土地の利用の規制を行ってい

くといったことも優先順位は高く，司法行政の一部

として行われるべきです。

　次に，私が強調したいと考える法の支配の次元は，

というのも，ＳＤＧｓはグローバルなパートナー

シップについても強い関心を持っているからです。

ＳＤＧｓのゴール１７では，パートナーシップで目

標を達成しようと呼びかけて，先進国，途上国が共

にパートナーシップを組むことを呼びかけていま

す。法的な問題で貧困国が直面している多くの問題

は，実は豊かな国の法律の問題の結果なのです。し

たがって，私たちは，法の支配の問題は，私たち自

国の社会も関わっていることを理解し，自国の社会

が貧困国にどのような相互作用をもたらしているの

かが重要であるということを忘れてはなりません。

　幾つか例を挙げたいと思います。アメリカのもの

であれ，日本のものであれ，ヨーロッパのものであ

れ，多くの多国籍企業が非常に深刻な環境破壊を貧

困国で行っています。大規模な公害を生み出したり，

あるいは違法な木材の伐採や過剰な漁業資源や種子

ICD NEWS　第79号（2019.6） 135

ICD79G-11.indd   135 2019/06/07   11:57:47



の乱獲などを行っています。そうすると問題となっ

てくるのは，貧困国が自らをどうやってこのような

状況から守ることができるのかということです。貧

困国は，日本やアメリカやヨーロッパにある強力な

企業から，自らをどう守ればよいのか。これはどの

国の司法省，法務省も取り上げるべき重要な問題で

す。

　大企業が貧しい国において重大な被害を与えた

ケースがたくさんあります。例えばエクアドルでの

テキサコ社とシェブロン社のケースがあります。石

油会社であるシェル社のそして，これらの国が裁判

所の中で，こうした会社の責任をただすことができ

ないということがあります。これはまさに我々の国

における法律の問題です。我々の裁判制度によって，

そうした途上国における人々の権利を保護できてい

ないということです。あるいはその他のメカニズム

を使って，実際に途上国への色々な危害を与えてい

ることが多いということです。そして，これらの場

合には，権利の保護については裁判所，裁判外で行

われるというようなことが多いわけです。したがっ

て，我々自らの制度をもう一度見直してみる必要が

あります。

　国際的なレベルでもう一つの課題は，よく知られ

ているとおり賄賂の問題です。非常に多くの腐敗が

起きています。それから金融詐欺も起きています。

貧しい国の政府やその公務員等に対し，我々の国の

ような大国の大きな会社からのお金の流れがあった

りします。こうした賄賂のケースなどにおいては，

我が国における法律の対象となるべきであります

が，こうした不法行為が信頼できるレベルで十分監

視されているとは言えず，アメリカの会社が途上国

において非常に不正な行動をしているという例が多

くあります。

　例えばマレーシアの例があります。投資銀行ゴー

ルドマン・サックスは，マレーシア政府から訴えら

れ て い ま す。 １ Ｍ Ｄ Ｂ（ １ Malaysia Development 

Berthed）の，これはスキャンダル絡みのもので，

マレーシアは，７５億ドルの損害賠償を求めていま

す。これは銀行側が世界中で同様の違法行為を繰り

返してきたということがあるからだと思います。た

だ，このような投資銀行は，政治的に非常にパワフ

ルでありますので，違法行為をしても守られてし

まっているという実態があります。マレーシア政府

は，法の支配を訴えています。そしてアメリカは実

際にそれを守っていない，マレーシアの法の支配の

実現を十分に保護していないということになります。

　あと，もう一つ強調したい点は，いわゆるタック

スヘイブンの問題です。アジアの地域において，こ

れはＳＤＧｓの達成不可欠な部分であります。さら

に，徴収した税金は，人々の普遍的な健康，司法へ

のアクセス，インフラの構築といったものに本来使

われるべきです。したがって，貧しい国において税

収を確保することは重要なことであります。

　ただ，問題は，裕福な国々，特に英国やアメリカ

などが非常に巨大な制度を作っています。タックス

ヘイブン，つまり，徴税の落とし穴が多く作られて

いるということです。そして多国籍企業が利益を貧

しい国からタックスヘイブンの国へ持っていく。例

えばケイマン諸島，バミューダ，バハマ，その他の

租税回避地へ移管してしまっているということがあ

ります。したがって，このような現象についてはしっ

かりと精査していかなければなりません。税のこの

ような移転は非常に大きな被害を生んでおり，世界

的に６，０００億米ドルほどの損害が生じていると

思われます。これは，課税率の高い国から低い国へ

利益が移転されているということです。例えば移転

価格などもそうです。そして，あるいは知財の部分

もそうですけれども，これが課税率の非常に低い国

に移管されるということがあります。これが途上国

において大きな損失にもなっています。もちろん，

ＯＥＣＤ（Organization for Economic Cooperation and 

Development，経済協力開発機構）を通じて，一定

程度，規制も行われていますし，いわゆるＢＥＰＳ

（Base Erosion and Profit Shifting，税源浸食と利益移

転）を通じてそうした税移転についても対応は採ら

れています。ただ，タックスヘイブンの存在により，

まだまだ非常に多くの脱税や租税回避が行われてい

ます。このような問題においては，裕福な国々が特
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て，こうしたグローバルのサプライチェーンを通じ

ても責任を持たせる方向にしていく必要があると

思っています。

　日本の法務省や日本の学者の皆様には，素晴らし

い学問的業績もあります。したがって，このような

課題において，全てのサプライチェーンに対し，ど

のようにして企業に責任を持たせるか，すなわち，

スタッフにも合理的なレベルにおいてその責任を持

たせる形で，非間接的にも，環境破壊，人身取引，

あるいは奴隷労働，児童労働，その他の虐待に関与

していない状態にすることにご尽力いただければと

思います。問題を解決しようとするのであれば，こ

うした目標が必要です。特に環境，特に賄賂，腐敗，

その他の無責任な行動に対して必要だと考えていま

す。これはまさにグローバル・サプライチェーンに

関わる様々なそうした問題であります。

　リスクの領域を特定することが肝要です。例えば，

どの程度森林伐採が実際にインドネシアで起きてい

るか。マレーシアでも，パプアニューギニアでもそ

うです。ブラジルもそうです。多くの漁業者が乱獲

について告発してきています。したがって，どこに

大きなリスクがあるかということは大体分かってい

ます。例えば，電話で話していてバッテリーが切れ

てしまうことがあります。この電話のバッテリー，

リチウム電池にはコバルトが使われています。コバ

ルトは，アフリカで生産されています。非常にひど

い危険な悪い条件での労働によって生産されてお

り，これによる大きな被害もよく把握しています。

ただ，説明責任をとらせる制度がありません。会社

に責任をとらせるような制度がないわけです。全体

のサプライチェーンを通じての責任をとらせる仕組

みがありません。これが法学者にとっての大きな課

題の一つだと思います。新しい方法論を考える，そ

してそれによって合理的な責任を全ての会社にとら

せるということが重要だというように考えていま

す。今，申し上げているのは，全て持続可能な開発

目標を強調し，そして様々な形から取り込むという

ものにほかなりません。

　これは，最初に申し上げましたように，様々なター

ゲットの中で強調されています。ＳＤＧｓゴール

１６の様々なターゲットの中で強調されています。

優先順位が高いのは貧困層を支援するということで

す。そして市民としての権利を持つように，そして

虐待から保護されるように，特に暴力から保護され

るように，そして財産権が守られないという状況か

ら保護されるようにしなければなりません。した

がって，伝統的な司法のトレーニングの分野という

のは重要で，まだ解決できてない問題が残っていま

す。また，グローバルにファイナンスを提供し，よ

り努力ができるように，そして貧困者が司法にアク

セスができるように，資金を提供するということも

重要です。貧しい人々が法的な保護を受けることが

できない，あるいは裁判を受けることができないと

いうのは，資金面の問題でもあるからです。

　また，法の支配というのは，単に貧困者にとって

の司法アクセスだけにとどまらない問題ですけれど

も，もちろん貧困者の司法アクセスというのは重要

な問題です。行政，それからまたビジネス，企業に

よる酷使といった問題にも対応しなければいけませ

んし，豊かな国々における法制度の改正などもそう

です。賄賂，それから詐欺，租税回避などを防がな

ければなりませんし，大企業が罪に問われないとい

う状況を変えていかなければなりません。大企業は，

法の支配の下に置かれていない途上国においても，

自国政府のもとにおいても，余りにも強大です。し

たがって，これはとても重要な，また興味深いエキ

サイティングな目標であり課題です。法の支配が強

調されているというのは，全く偶然のことではあり

ません。アジェンダ２０３０，そしてＳＤＧｓ１７

のゴールの中で法の支配が強調されているのは，こ

れは中核的な枠組み，責任の体系の中核にあるから

です。そしてＳＤＧｓの施行の中核的な部分を占め

ているからです。

　最後に皆様に感謝申し上げます。また日本国政府，

そしてＪＩＣＡに感謝申し上げます。開発支援を世

界中でリードしてくださっていることにＪＩＣＡに

御礼申し上げます。ＪＩＣＡと多くの場面で協力を

させていただくという光栄，喜びがありまして，北
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岡理事長，素晴らしい方でいらっしゃいます。そし

て世界の様々なプロジェクトで協力をさせていただ

きました。日本はとても素晴らしい協力，そして支

援の活動をされています。また，国連においても私

は少し役割を果たしておりますけれども，そういっ

た立場からも日本の役割に御礼を申し上げたいと思

います。良きガバナンスを促進，そして持続可能な

開発を促進し，また地球温暖化に対する解決策を促

進してくださっていることに，御礼を申し上げます。

　本日はこのような参加の機会をいただき，ありが

とうございました。皆様，ちゃんと聞き取れたでしょ

うか。音が聞こえていますことを願っています。本

当に光栄でした。ありがとうございました。（拍手）

○鈴木　サックス様，技術的な問題で，質疑応答の

時間が設けられなかったのですが，個人的にはジェ

フリー・サックス様を，実物を拝見することができ

て感激しました。どうもありがとうございます。

　それでは，ここで第１部を終わりたいと思います。

　それでは，第２部に入りたいと思います。

　第２部では，プレゼンテーション＆トークセッ

ションとして，国連開発計画バンコク地域ハブガバ

ナンス及び平和構築担当オフィサー兼紛争防止・司

法アクセス・人権アドバイザーのニコラス・ブース

様から，「開発支援の潮流と法整備支援」と題し，

ご講演いただきます。

　その後，ブース様のご講演を前提に，慶應義塾大

学大学院法務研究科教授の松尾弘様とブース様に

トークセッションをしていただきます。

　トークセッションの後に，会場の皆様からご質問，

コメントを頂戴する時間を設けさせていただく予定

です。

　第２部は，ただいまから１２時３０分までを予定

しております。

　それでは，お二人のご経歴を紹介いたします。

　ニコラス・ブース様は，弁護士としてイギリス，

アメリカにおいて労働問題及び差別に関する問題に

特に取り組んでおられました。その後，国連の活動

に関わり，国連平和維持活動局では，警察・司法分

野のシニアアドバイザーとしてコソボ暫定行政ミッ

ションに従事され，ＵＮＤＰベトナム事務所では法

の支配，司法アクセス政策アドバイザーを務めた経

験をお持ちです。現在，ＵＮＤＰバンコク地域ハブ

において，アジア太平洋地域の法の支配，司法アク

セス，紛争防止，人権に関する各国における活動に

対して助言を行っております。

　松尾弘様は，横浜市立大学助教授，横浜国立大学

大学院教授を経て，現在，慶應義塾大学大学院法務

研究科教授，同研究科グローバル法研究所所長を務

めておられます。ラオス，ネパールの民法典制定を

始め，ベトナム，カンボジア，ミャンマー，東ティ

モール，インドネシア等の法整備支援に関わってこ

られました。ご専門は民法，開発法学です。

　それでは，プレゼンテーションに入りたいと思い

ます。

　ニコラス・ブース様，どうぞよろしくお願いいた

します。

○ブース　皆さん，おはようございます。

　まずは皆さんに感謝申し上げます。わくわく感を

とてもよく覚えています。森永さん，皆さんよくご

存じのとおりベトナムでもとても有名な方ですけれ

ども，１０年前，大阪で開催された１０周年の法整

備支援連絡会に，私を連絡会に招待してくださった

んです。本当にうれしく思いました。すばらしいイ

ベントでした。すばらしいおもてなしで歓迎してい

ただき，様々な意見を交換することができました。

とてもいい思い出です。ですから昨年このお話が来

たときに，とてもわくわくしました。森永さんと梅

本さんがバンコクの私のところに来てくれて，そし

て２０周年記念の法整備支援連絡会に来てくれない

かと言われて，本当に光栄に思い，そして誇りに思

いました。すばらしいホスピタリティをいただける

ということはわかっていましたし，刺激のある議論

ができるということもわかっていました。ですので，

この会議がその期待どおりになると確信しておりま

す。

　まず，これだけ準備が十分に行われているイベン

トに招待していただき，そして，ここで自分の視点

を共有できることを，とてもうれしく思い，感謝申
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し上げます。そして，このすばらしいテーマを選ん

でくださったことをうれしく思います。すばらしい

テーマ，すなわちＳＤＧｓの役割，持続可能な開発

目標の法整備支援における役割というテーマです。

国 連 と い た し ま し て， Ｓ Ｄ Ｇ ｓ が， す な わ ち

２０３０年アジェンダが，全ての開発についての議

論においてその一部になっているということをうれ

しく思います。ＳＤＧｓが関連してきているという

ことをうれしく思います。私たちには，これら困難

な目標を達成するのに，あと１０年強しかありませ

ん。私たちは全ての開発の議論，法の支配，人権に

関する全ての議論，そして司法へのアクセスという

議論におきまして，ＳＤＧｓの観点から考えていか

なければなりません。

　私たちは，昨年，グローバルなこの司法アクセス・

カンファレンスに参加しました。そして閉会式の宣

言において，ＳＤＧｓ，そして司法へのアクセスに

ついて言及されたわけです。ですので，グローバル

にもこのＳＤＧｓというのが注目されているという

ことです。来年は京都コングレスが行われますが，

ここでもＳＤＧｓが重要なテーマになるということ

で，これはとても重要な兆候であると思っています。

　今日は皆さんと「開発支援の潮流と法整備支援」

についてお話をできることをうれしく思っていま

す。ＳＤＧｓをテーマにしたカンファレンスであり，

またサックス教授の素晴らしいご講演の後にこのよ

うなお話をできることをうれしく思っています。恐

らくサックス教授のおっしゃることと似ているとこ

ろもあるかもしれません。サックス教授がおっ

しゃったプライオリティの課題，そしてそれがこの

法整備支援のトレンドにどういったインパクトを与

えたのかということについて，私の，ＵＮＤＰの観

点からお話をしていきたいと思います。

　私は，ＵＮＤＰのレンズを通じて，過去１０年，

トレンドが変わってきたのを目にしてきました。開

発，そして法の支配という分野で働く中で，ＵＮＤ

Ｐの視点を通して様々な変化を見てきました。です

ので，その視点からお話をしたいと思います。私が

お話をする内容というのは，恐らくこの開発のどの

視点から見たとしても，皆さん同じような視点をお

持ちになるかと思っております。

　それでは，スライドをご覧下さい。今日は，３つ

の潮流についてお話をしたいと思っています。

　まず，ＳＤＧｓは，どのようにして私たちが行っ

ている法の支配や法整備に対する支援のやり方を変

えてきたのか，についてお話したいと思います。

　そして２つ目，法遵守の文化について言及したい

と思います。日本そして日本の外交のおかげで，法

遵守の文化が，２００２年以降，国連のこの規範の

要項の中に入れられるようになったからです。この

法遵守の文化というのはそれまでずっと休眠状態

だったのですが，それをもう一度，国連の語彙の中

に導入してくださったわけです。この法の支配，そ

して法遵守の文化を，ＳＤＧｓの観点からお話しし

ていきたいと思います。そして，そのトレンドを使っ

てどのように法整備支援を行っていけるかについて

見ていきたいと思います。

　そして最後に，私たちがまだＵＮＤＰで十分に理

解していない点ではあるものの，よりフォーカスを

していく必要のある分野，すなわち新しい技術，イ

ノベーションについて，それが重要なのか，そして

なぜそれを見ていかなければならないのかについ

て，お話をしたいと思います。

　それでは，まずは，ＳＤＧｓから入っていきたい

と思います。４つの観点から，ＳＤＧｓが法整備支

援のやり方をどう変えてきたかについて，見ていき

ます。

　ＳＤＧｓは，法の支配や司法アクセスにどういっ

た影響を及ぼしたか。それは，その発展が加速した

ということが上げられます。様々な国連機関があり，

二国間パートナーがあり，そして民間セクターがＳ

ＤＧｓに関わっています。そうしますと，法整備支

援におきましては，パートナーシップが重要になる

わけです。「誰一人取り残さない」というのは，

２０３０アジェンダにおいて大変重要であるわけで

すけれども，ＳＤＧｓがそこにおいて果たす役割に

ついてお話したいと思います。また，サックス教授

が先ほどお話しされたことにも重なってきますが，
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マルチステークホルダーアプローチ，特に民間セク

ターについてお話します。

　ではまず，その発展を加速させるエンジンとして

の役割という点を見ていきたいと思います。

　様々なこれらのゴールは，相互依存のもとに存在

しています。そしてゴールの重要な要素が，ほかの

ゴールの達成の加速に関わっているということがわ

かります。ＳＤＧｓというのは，知的にも，政治的

にもすばらしいフレームワークです。そして私たち

がこの仕事を行うに当たってのストーリーや一貫性

を与えてくれます。もちろん，ＳＤＧｓを現実のも

のにしていくに当たっては，私たちが行っていかな

ければならならないわけですが，ＳＤＧｓは，私た

ちにその知的，政治的なアドボカシーフレームワー

クを提供してくれるわけです。

　サックス教授もおっしゃっていましたけれども，

異なるゴールが相互に助け合い，関係しているとい

うところがとても重要なのです。もう随分前ですけ

れども，コフィー・アナン元国連事務総長がこう言っ

ていました。「平和は開発なしに成立しない。そし

て開発は平和なしに成立しないし，人権も尊重され

なければいけない」と。彼は正しかったのです。お

互いに目標が依存している。これは国連が常に気が

付いてきたことですけれども，ＳＤＧｓのゴール

１６，この平和で包摂的な司法へのアクセスが全て

の人に提供されるべきというのは，これはお互いに

依存しているものであるわけです。それを全て実現

することによって平和が実現されます。平和という

のは軍事的に維持されるものではありません。平和

というのは維持され，保障され，それが社会的契約，

そして法の支配によって実現されるものなのです。

これがＳＤＧｓのゴール１６です。

　しかし，サックス教授がおっしゃったように，Ｓ

ＤＧｓのゴール１６というのは，法の支配と司法へ

のアクセスということだけではなく，ほかの目標に

とっても重要なものです。食料，教育，気候変動，

海洋，彼は様々な問題について言及していましたけ

れども，基本的なサービスへのアクセス，司法への

アクセス，そして公平な取扱い，それは全て法の支

配に関連するものです。それがなければこのゴール

は達成することはできません。法の支配，平等，公

正性，そしてアカウンタビリティ，透明性が公共サー

ビスにおいて提供されるという全てが，アジェンダ

を達成するために必要不可欠なことなのです。

　ではここで，ＵＮＤＰにおいて何をやっているの

かについて，お話したいと思います。

　先ほど言ったように，ＳＤＧｓというのはフレー

ムワークです。これは私たちのビジョンを反映する

ものです。では，私たちはＵＮＤＰでＳＤＧｓをど

のように活用しているのでしょうか。私たちが開発

支援，法整備支援をするに当たって，ＳＤＧｓをど

う反映させているのでしょうか。ＵＮＤＰには戦略

的計画があります。戦略計画は，私たちが同時に，

また協力して貧困の根絶，構造的変革の加速，そし

てショックや危機に対するレジリエンス（強靱性）

を高めていくことであり，この危機には，政治的な

危機，安全保障の危機，そして自然災害への危機全

てが包含されています。

　次のスライドです。ＵＮＤＰがグローバルレベル

で何をやっているかについてお話をしたいと思いま

す。私たちは多元化した組織です。私たちのプログ

ラムは１７０カ国ほどで展開されています。そして

それはローカルで決定されています。そのホスト国

の政府とともに協力しながらローカルで行われてい

ます。グローバル・プログラムと銘打っていますけ

れども，全てこれは一元的にやっているのではなく，

ローカルでやっているものもありますし，中央集権

的にやっているものもありますし，様々なものがあ

ります。

　グローバルレベルで行っているプログラムをご紹

介します。これは「持続的な平和と開発の促進のた

めの法の支配と人権の強化に関するグローバル・プ

ログラム」です。プログラムの名前としては少し長

いですけれども，とても重要な名前です。おわかり

のように，このプログラムは私が言及した要素全て

を統合するものだからです。平和，そしてその平和

の維持を，人権の強化と法の支配を通じて行おうと

するからです。２００８年に始まったプログラムで
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